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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第49期

第２四半期連結
累計期間

第49期
第２四半期連結
会計期間

第48期

会計期間

自平成21年
１月１日
至平成21年
６月30日

自平成21年
４月１日
至平成21年
６月30日

自平成20年
１月１日
至平成20年
12月31日

売上高（千円） 6,158,0423,402,98617,436,543

経常利益（千円） 1,763 26,537 505,863

四半期純利益又は当期純損失（△）（千円） 26,507 17,775　 △22,641

純資産額（千円） － 5,331,0125,415,016

総資産額（千円） － 11,042,42612,989,698

１株当たり純資産額（円） － 904.63 918.89

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額（△）

（円）
4.50 3.02 △3.84

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） － － －

自己資本比率（％） － 48.3 41.7

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
253,377 － 776

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△56,825 － △438,478

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△61,881 － 718,229

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（千円） － 1,516,4671,332,921

従業員数（人） － 245 246

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。  

        ２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　　３．第48期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在していな

いため記載しておりません。第49期第２四半期連結累計期間及び第49期第２四半期連結会計期間の潜在株式

調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。   

 

３【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。   

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年６月30日現在

従業員数（人） 245 (49)

　（注）　　従業員数は就業人員数であり、嘱託及び臨時従業員は（　）外数で記載しております。

 

(2）提出会社の状況

 平成21年６月30日現在

従業員数（人） 221 (49)

　（注）　  従業員数は就業人員数であり、嘱託及び臨時従業員は（　）外数で記載しております。 
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第２四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 生産高（千円）

ＳＳＰ部門 765,142

サーマル部門 161,478

メディカル部門 234,738

ＰＷＢＡ部門 1,268,492

合計 2,429,851

備考
（ＳＳＰ部門）

上記生産実績の外、防災設備工事の施工高は下記のとおりであります。

 1,406,676

　（注）１　金額は、販売価格によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３　ＳＳＰ部門の生産高には、防災設備工事で使用する機器も含まれております。

４　防災設備工事の施工高は、当期完成工事高＋次期繰越施工高－前期繰越施工高を記載しております。

５　繰越施工高は、未成工事支出金より推定したものであります。

(2）受注実績

　当第２四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 受注高（千円） 受注残高（千円）

ＳＳＰ部門 1,283,357 1,849,631

サーマル部門 199,757 117,446

メディカル部門 127,647 75,269

ＰＷＢＡ部門 1,498,616 165,913

合計 3,109,378 2,208,260

　（注）１　上記の金額は、消費税等は含まれておりません。

２　ＳＳＰ部門には完成工事高も含まれております。
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(3）販売実績

　当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 販売高（千円）

ＳＳＰ部門 1,576,069

サーマル部門 192,042

メディカル部門 143,416

ＰＷＢＡ部門 1,491,457

合計 3,402,986

　（注）１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　ＳＳＰ部門には、完成工事高も含まれております。

３　当第２四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は

次のとおりであります。

相手先

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

金額（千円） 割合（％）

富士ゼロックス株式会社 369,312 10.9

　　　　　　　

２【事業等のリスク】

　当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 
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３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。  

 

４【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び当社の関係会社）が判断

したものであります。

 

 (1) 業績の状況

  当第２四半期連結会計期間における、わが国経済は、世界的な景気後退、金融危機などの影響を受け、株式・為替

市場、原材料等商品市況の大幅な変動や信用収縮、企業の生産活動の減少、設備投資の抑制等、極めて厳しい状況が

続きました。また、依然として続く雇用情勢の悪化と個人消費の低迷等により、厳しい経営環境が継続いたしまし

た。今後は在庫調整の進展と緩やかな景気回復が期待されるものの、当面厳しい状況が続くものと思われます。

  このような事業環境の下、当第２四半期連結会計期間における当社グループは、第１四半期連結会計期間から引

き続き、差別化営業の展開、社内の人的リソースの見直し、内製化の強化をはじめとする様々な原価低減活動およ

び経費削減活動を積極的に推進してまいりましたが、市況悪化の影響により、受注高は3,109百万円、売上高は

3,402百万円となりました。

利益面につきましては、昨年販売を開始致しました住宅用火災警報器「煙雷（えんらい）」の一部の製品に故

障ではないのに故障警報が発生する事例が判明したため、対象製品の自主回収および無償交換を実施したことに

よる費用を販売費及び一般管理費として89百万円計上した他、今後発生すると見込まれる費用42百万円を追加計

上したことにより、営業利益は４百万円、経常利益は26百万円、四半期純利益につきましては、17百万円となりまし

た。

 

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

　

SSP（Safety Security Protection）部門

　当防災業界におきましては、公共投資が低調に推移したことのほか、民間企業の設備投資が先送りされるなどの厳

しい受注環境と激しいコスト競争が続いております。当該環境の下、当部門におきましては差別化営業を積極的に展

開してまいりましたが、その結果、受注高に関しましては住宅用火災警報器「煙雷（えんらい）」の自主回収問題と

原子力関係の大型案件の受注が第３四半期にずれ込んだこと等により、予想を下廻りました。売上高につきまして

は、ＦＭ２００ガス高速消火設備、炭酸ガス消火設備を中心としたガス消火設備が好調に推移いたしましたが、受注

高同様住宅用火災警報器の自主回収問題により予想を若干下廻りました。

　以上の結果、当第２四半期連結会計期間における受注高は1,283百万円、売上高は1,576百万円となりました。 

　

サーマル部門

昨年来の半導体業界の市場縮小に伴い、大手半導体メーカーの供給量削減と大幅な設備投資抑制が継続し、当社主

力製品の一つである温度センサー、熱板の受注と売上が減少いたしました。また、新製品として市場投入いたしまし

た非接触センサー用温度調節器のＡＩシリーズは、好感を以って市場に受け入れられたものの、市況悪化の影響によ

り出荷の伸びは限定的なものとなりました。

以上の結果、当第２四半期連結会計期間における受注高は199百万円、売上高は192百万円となりました。

 

メディカル部門

　第１四半期連結会計期間におきましては、円高の影響により販売元から海外市場への人工腎臓透析装置の販売量が

激減し、販売元の在庫が増加している状況となっておりましたが、当第２四半期連結会計期間におきましては、多少

の円安傾向となり販売元の在庫調整も徐々に進展し、７月以降の受注回復が見込まれております。しかし、東南アジ

ア以外の出荷国の経済状況の回復は未だ不透明な状況となっております。

また当社で生産を行なっておりました一部日本国内向け人工腎臓透析装置の生産を販売元に移管した事にともな

い、日本国内向け人工腎臓透析装置の生産が、本年２月度を以って終了いたしました。

　以上の結果、当第２四半期連結会計期間における受注高は127百万円、売上高は143百万円となりました。

 

PWBA（Printed Wiring Board Assembly）部門

香港の海外子会社である日本芬翁（香港）有限公司において、日本国内からの生産移管を更に進めると共に、新た

に受注した新製品の立ち上げも完了し、昨年下期より出荷を開始致しました。しかし、第１四半期連結会計期間にお

いては、当該新製品の受注が低迷いたしましたが、当第２四半期連結会計期間においては受注が回復し、売上高は連

結消去後828百万円となりました。一方、国内生産におきましても客先の減産により受注が大幅に減少し、売上高は

663百万円となりました。

　以上の結果、当第２四半期連結会計期間における受注高は1,498百万円、売上高は1,491百万円となりました。

EDINET提出書類

日本フェンオール株式会社(E02020)

四半期報告書

 6/30



 

所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。

日  本

　国内は、企業の設備投資の抑制、半導体製造装置メーカーからの受注の減少、客先の在庫調整等の影響を受けたもの

の、積極的な差別化営業を展開した結果、売上高は2,751百万円となりました。営業損失につきましては、原価低減活

動および経費削減活動を積極的に推進したものの、住宅用火災警報器「煙雷（えんらい）」の自主回収・交換費用

として、今後、発生すると予想される金額を含めて総額131百万円を販売費および一般管理費に計上したこと等によ

り45百万円となりました。　

 

中  国

　中国は、日本国内からの生産移管、新製品の立ち上げにより、第２四半期に入り受注が回復したことにより、売上高

は843百万円、営業利益は49百万円となりました。 

 

  (2) キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）の残高は、第１四半期連結会計

期間末と比較して248百万円増加し、1,516百万円となりました。 

当第２四半期連結会計期間におけるキャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フローの状況）

　営業活動の結果獲得した資金は、43百万円となりました。これは、主に売上債権の減少409百万円、棚卸資産の減少581

百万円及び仕入債務の減少976百万円によるものであります。 

　

　　（投資活動によるキャッシュ・フローの状況）

　投資活動の結果獲得した資金は、159百万円となりました。これは主に預入期間３ヶ月超のドル建て債券の満期によ

る収入192百万円及び有形固定資産の取得28百万円によるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フローの状況）

　財務活動の結果獲得した資金は、48百万円であります。これは配当金の支払46百万円と海外子会社の短期借入金増加

95百万円によるものであります。 

  

(3) 財政状態の分析 

　当第２四半期連結会計期間末における資産合計は11,042百万円となり、第１四半期連結会計期間末と比較して970百

万円（8.1%）減少しております。これは主に在庫削減による、たな卸資産の減少609百万円（18.8％）、受取手形及び

売掛金、完成工事未収入金の売上債権の減少415百万円（8.7％）等によるものであります。 

　負債総額は5,711百万円となり、第１四半期連結会計期間末と比較して1,030百万円（15.3%）減少しております。こ

れは主に、在庫削減等にともなう、支払手形及び買掛金の減少1,059百万円（34.5％）等によるものであります。

　純資産合計は5,331百万円となり、第１四半期連結会計期間末と比較して60百万円（1.1%）増加しております。これ

は主に、その他有価証券評価差額金の増加44百万円に伴うものであります。

　

　(4)事業上及び財務上の対処すべき課題 

　当第２四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はあり

ません。 
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(5)研究開発活動 

 　当第２四半期連結会計期間における当社グループ全体の研究開発活動の金額は、74百万円であります。

 　また、当第２四半期連結会計期間における主な研究開発活動の状況の変更はありません。

　なお、当第２四半期連結会計期間における研究開発活動の状況は次のとおりであります。また、ＰＷＢＡ部門につい

ては研究開発活動を行っておりませんので、それを除いた部門について記載いたします。

 

SSP（Safety Security Protection）部門  

　自動火災報知システム、火災警報器、消火装置を中心とした研究開発を進めております。自動火災報知システムの新

型Ｓ－ＮＥＴにつきましては開発をほぼ終了し、日本消防検定協会による検定を経て、年内に発売する予定でありま

す。住宅用火災警報器SF12(煙雷)の姉妹器としての熱式住宅用火災警報器(熱雷)につきましては開発を終了し、発売

を開始いたしました。さらに住宅用火災警報器におきましては高信頼性、高付加価値型の新たな煙式住宅用火災警報

器を開発し、日本消防検定協会による検定を経て、10月の発売を予定しております。産業用警報器として、超高感度煙

感知システムを開発中でありましたが、スタンドアロン型高耐ノイズタイプの開発がほぼ終了いたしました。消火装

置につきましては、ドイツより新たに火花検知・消火システムを輸入し、八王子事業所内に設置して国内の集塵装置

メーカーなどに対し実験、提案を行う準備を整えました。また閉鎖型ガス消火システムにおいても引き続き開発中で

あります。

 

サーマル部門

　温度を主体とした汎用制御機器や半導体／ＦＰＤ製造装置用の加熱機器、センサー及びその応用機器の開発を継続

しています。非接触式温度センサー及び温度モニターの引き合いが増加している他、汚染防止面で従来測定できな

かった部分や搬送中など動きのある対象物に対する測定確認実験などの試験依頼も増加しております。また、排気配

管用デイジーチェーン(数珠繋ぎ)式温度調節器は、量産前にもかかわらず具体的な受注も入っており、この市場にお

いて拡販する為の、オプションパーツの設計も進めております。

　

 メディカル部門

　海外向けの人工腎臓透析装置「ＴＲ－８０００」「ＴＲ－ＦＸ」について、輸出先が増えるなか各国の言語に対応

した製品の開発を順次進めるとともに、市場の要求に応えるべく機能の追加、変更に対しての対応を進めておりま

す。また、円高の状況においても、コスト競争力を維持すべく、積極的な原価低減のための開発にも取り組んでおりま

す。 
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。　　

  

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等

について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあり

ません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

　①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

　　　　　　　　　 普通株式 20,713,000

計 20,713,000

　②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年６月30日）

提出日現在発行数（株）
(平成21年８月12日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

   普通株式 5,893,000 5,893,000ジャスダック証券取引所 単元株式数100株

計 5,893,000 5,893,000 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

　　該当事項はありません。

 

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。 

 

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

 平成21年４月１日～

 平成21年６月30日
－ 5,893,000 － 996,600 － 1,460,517
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（５）【大株主の状況】

平成21年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(千株) 

発行済株式数に

対する所有株式数

の割合 (%) 

株式会社三井住友銀行  東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 294  4.98

株式会社八十二銀行

(常任代理人：日本マスタートラ

スト信託銀行株式会社)

 長野県長野市中御所岡田178番地８

(東京都港区浜松町２丁目11番３号) 
290  4.92

西華産業株式会社  東京都千代田区丸の内３丁目３番１号 250  4.24

中央三井信託銀行株式会社

(常任代理人：日本トラスティ・

サービス信託銀行株式会社) 

 東京都港区芝３丁目33番１号

(東京都中央区晴海１丁目８番11号) 
244  4.14

九段あずみの会  東京都千代田区飯田橋１丁目５番10号 235  3.98

新日本空調株式会社  東京都中央区日本橋浜町２丁目31番１号 228  3.88

株式会社吉田ディベロプメント  東京都世田谷区岡本３丁目10番12号 201  3.41

東レ・メディカル株式会社  千葉県浦安市美浜１丁目８番１号 200  3.39

竹田和平  愛知県名古屋市天白区 200  3.39

株式会社ニフコ  神奈川県横浜市戸塚区舞岡町184-1 200  3.39

計  － 2,342  39.76
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（６）【議決権の状況】

 ①【発行済株式】

平成21年６月30日現在 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  5,892,400 58,924単元株式数100株

単元未満株式 普通株式　　　  600 － －

発行済株式総数 5,893,000 － －

総株主の議決権 － 58,924 －

　 

②【自己株式等】

 該当事項はありません。

 

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
１月

２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高（円） 548 464 505 520 531 590

最低（円） 445 370 439 481 490 525

　（注）　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

 

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、四半期連結財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」

（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第７条第１項第５号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則

を早期適用しております。 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平

成21年６月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

　なお、監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21年７月１日をもって有限責任監査法人トーマツに

なっております。　
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,516,467 1,332,921

受取手形及び売掛金 2,951,788 ※2
 4,580,942

完成工事未収入金 1,406,313 1,965,393

製品 279,850 312,361

原材料 1,287,551 1,341,239

仕掛品 321,321 404,174

未成工事支出金 738,991 541,955

その他 90,328 49,058

貸倒引当金 △2,830 △26,515

流動資産合計 8,589,782 10,501,530

固定資産

有形固定資産 ※1
 1,237,461

※1
 1,312,180

無形固定資産 23,949 27,111

投資その他の資産

その他 1,210,621 1,170,762

貸倒引当金 △19,387 △21,886

投資その他の資産合計 1,191,233 1,148,875

固定資産合計 2,452,644 2,488,167

資産合計 11,042,426 12,989,698

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,009,217 3,962,915

工事未払金 639,269 576,628

短期借入金 1,530,050 1,414,120

未払法人税等 15,572 17,002

製品自主回収引当金 42,000 －

その他 491,669 590,676

流動負債合計 4,727,779 6,561,342

固定負債

社債 200,000 200,000

長期借入金 300,000 300,000

役員退職慰労引当金 44,088 73,915

退職給付引当金 435,761 432,069

その他 3,784 7,354

固定負債合計 983,634 1,013,339

負債合計 5,711,414 7,574,682
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 996,600 996,600

資本剰余金 1,460,517 1,460,517

利益剰余金 2,840,148 2,972,751

株主資本合計 5,297,265 5,429,868

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 49,285 3,445

為替換算調整勘定 △15,538 △18,297

評価・換算差額等合計 33,746 △14,852

純資産合計 5,331,012 5,415,016

負債純資産合計 11,042,426 12,989,698
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年６月30日)

売上高 6,158,042

売上原価 5,224,228

売上総利益 933,813

販売費及び一般管理費 ※1
 1,072,348

営業損失（△） △138,534

営業外収益

受取利息 2,356

受取配当金 12,555

為替差益 125,618

その他 14,546

営業外収益合計 155,076

営業外費用

支払利息 14,279

その他 498

営業外費用合計 14,777

経常利益 1,763

特別利益

固定資産売却益 291

貸倒引当金戻入額 25,796

特別利益合計 26,087

特別損失

固定資産除却損 1,418

減損損失 4,555

投資有価証券評価損 5,260

特別損失合計 11,233

税金等調整前四半期純利益 16,617

法人税、住民税及び事業税 21,987

法人税等調整額 △31,877

法人税等合計 △9,890

四半期純利益 26,507
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

売上高 3,402,986

売上原価 2,856,347

売上総利益 546,639

販売費及び一般管理費 ※1
 542,401

営業利益 4,237

営業外収益

受取利息 1,574

受取配当金 12,312

為替差益 8,286

その他 7,233

営業外収益合計 29,405

営業外費用

支払利息 6,856

その他 249

営業外費用合計 7,106

経常利益 26,537

特別利益

固定資産売却益 291

貸倒引当金戻入額 140

特別利益合計 431

特別損失

固定資産除却損 1,418

特別損失合計 1,418

税金等調整前四半期純利益 25,550

法人税、住民税及び事業税 △14,473

法人税等調整額 22,248

法人税等合計 7,774

四半期純利益 17,775
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 16,617

減価償却費 116,083

減損損失 4,555

貸倒引当金の増減額（△は減少） △26,184

退職給付引当金の増減額（△は減少） 3,692

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △29,827

製品自主回収引当金の増減額（△は減少） 42,000

受取利息及び受取配当金 △14,911

支払利息 14,279

為替差損益（△は益） △34,031

固定資産売却損益（△は益） △291

投資有価証券評価損益（△は益） 5,260

固定資産除却損 1,418

売上債権の増減額（△は増加） 2,226,877

たな卸資産の増減額（△は増加） 2,820

仕入債務の増減額（△は減少） △1,953,485

その他 △102,450

小計 272,422

利息及び配当金の受取額 14,926

利息の支払額 △13,991

法人税等の支払額 △19,979

営業活動によるキャッシュ・フロー 253,377

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △60,466

投資有価証券の取得による支出 △187,897

投資有価証券の売却による収入 192,000

その他 △461

投資活動によるキャッシュ・フロー △56,825

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 95,270

配当金の支払額 △157,151

財務活動によるキャッシュ・フロー △61,881

現金及び現金同等物に係る換算差額 48,875

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 183,545

現金及び現金同等物の期首残高 1,332,921

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 1,516,467
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年６月30日）

１．会計処理基準に関する事項の変更 (1）重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

たな卸資産

　通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として総

平均法による原価法によっておりましたが、第１四半期連結会計期間

より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平

成18年７月５日）が適用されたことに伴い、主として総平均法による

原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法）により算定しております。

　この変更による損益に与える影響はありません。 

(2）「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の

取扱い」の適用

　第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会

社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号　平成18

年５月17日）を適用しております。

　この変更による損益に与える影響はありません。 

 

【簡便な会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年６月30日）

１．棚卸資産の評価方法

  

　当第２四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省

略し、前連結会計年度末の実地棚卸を基礎として合理的な方法により算

定しております。

　また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなもの

についてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によってお

ります。

２．固定資産の減価償却費の算定方法

　

　定率法を採用している有形固定資産の減価償却費は、当連結会計年度に

係る額を期間按分して算定しております。

３．法人税等並びに繰延税金資産及び繰延

税金負債の算定方法 

　

　

　

　法人税等の納付税額の算定に関しては、原則的な方法によっております

が、繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては前連結会計年度以降に

大幅な経営環境変化がない事、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化

がないと認められるため、前連結会計年度において使用した将来の業績

予測やタックス・プランニングを利用しております。

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　該当事項はありません。

EDINET提出書類

日本フェンオール株式会社(E02020)

四半期報告書

19/30



 

【追加情報】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年６月30日）

有形固定資産の耐用年数の変更 　当社及び国内連結子会社は、平成20年度の法人税法改正における減価償

却資産の耐用年数等に関する省令の改正を契機として、有形固定資産の

耐用年数の見直しを行った結果、実態としては現状の耐用年数よりも短

いことが明らかになったため、使用可能期間に即した耐用年数にするた

めに、第１四半期連結会計期間より、主に機械及び装置について耐用年数

を主として11年から７年に変更しております。

　これにより、従来の方法による場合に比べ、当第２四半期連結累計期間

の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益は、それぞれ11,556

千円減少しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は当該箇所に記載しております。 　

退職給付引当金 当社及び国内連結子会社は、従来、退職給付制度として適格年金制度を

採用しておりましたが、平成21年６月１日より確定給付年金制度へ移行

し、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」(企業会計基準適用指

針第１号)を適用しております。

なお、この制度の変更に伴う影響額は軽微であります。　

製品自主回収引当金

　

　

　

　

　

当社製住宅用火災警報器の自主回収・交換について、第１四半期連結会

計期間末時点では、その回収状況および影響額等について調査中であり、

影響額等の見積りが困難でありましたが、第２四半期連結会計期間末にお

いて、製品の自主回収費用の支出に備えるため、不具合に起因する自主回

収費用を個別に見積り算出した額を製品自主回収引当金として計上して

おります。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年６月30日）

前連結会計年度末
（平成20年12月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は2,830,724千円であ

ります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は2,744,513千円で

あります。

 ※２　連結会計年度末日満期手形の処理

　連結会計年度末日満期手形については、手形交換日を

もって決済処理しておりますが、当連結会計年度末日

は金融機関の休日であり、以下に記載の連結会計年度

末日満期手形が連結会計年度末残高に含まれておりま

す。

 受取手形 252,151千円

 

（四半期連結損益計算書関係）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年６月30日）

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の通りであります。 

給料手当 354,158千円

退職給付費用 47,685千円

役員退職慰労引当金繰入額 1,645千円

製品自主回収引当金繰入額 42,000千円

 

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の通りであります。 

給料手当 152,696千円

退職給付費用 22,454千円

役員退職慰労引当金繰入額 1,415千円

賞与引当金繰入額 △22,475千円

製品自主回収引当金繰入額 42,000千円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年６月30日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に記載されている科目の金額との関係

　　　現金及び預金勘定 1,516,467千円

　　　現金及び現金同等物 1,516,467千円
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（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成21年１月１日　至　

平成21年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

    普通株式　　　5,893,000株 

 

２．自己株式の種類及び株式数

    該当事項はありません。

 

３．新株予約権等に関する事項

    該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

  配当金支払額 

 
決議 
 

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年３月27日

定時株主総会
普通株式 159,111 27 平成20年12月31日平成21年３月30日利益剰余金
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

 
SSP部門
（千円）

サーマル
部門
（千円）

メディカ
ル部門
（千円）

PWBA部門
（千円）

合計
（千円）

消去又は
全社
（千円）

連結
（千円）

　　 売上高 1,576,069192,042143,4161,491,4573,402,986 ― 3,402,986

営業利益又は

営業損失(△) 
18,150 7,864△20,51896,163101,660 △97,4224,237

　（注）１　事業区分の方法

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２　各区分に属する主要な製品

(1）ＳＳＰ部門　…………住宅用火災警報器、火災報知設備、超高感度煙検知システム、FM200ガス高速消火設

備、二酸化炭素消火設備、スプリンクラー消火設備、保守点検サービス

(2）サーマル部門…………半導体製造装置用熱板、温度センサー、デジタル温度調節器、恒温恒湿槽用温度調節

器

(3）メディカル部門………人工腎臓透析装置

(4）ＰＷＢＡ部門…………プリント基板の実装組立 

 

　

 ３　追加情報

　　「追加情報(有形固定資産の耐用年数の変更)」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、平成20年度の法

人税法改正における減価償却資産の耐用年数等に関する省令の改正を契機として、有形固定資産の耐用年数

の見直しを行った結果、実態としては現状の耐用年数よりも短いことが明らかになったため、使用可能期間

に即した耐用年数にするために、第１四半期連結会計期間より、主に機械及び装置について耐用年数を主と

して11年から7年に変更しております。

　　　これにより従来の方法による場合と比べて、営業利益が「ＳＳＰ部門」で 2,449千円、「サーマル部門」で

1,401千円、「ＰＷＢＡ部門」で 1,906千円減少し、営業損失が「メディカル部門」で 20千円増加しており

ます。
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当第２四半期連結累計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年6月30日）

 
SSP部門
（千円）

サーマル
部門
（千円）

メディカ
ル部門
（千円）

PWBA部門
（千円）

合計
（千円）

消去又は
全社
（千円）

連結
（千円）

　　 売上高 2,875,997324,760364,8382,592,4456,158,042 ― 6,158,042

営業利益又は

営業損失(△) 
70,617△44,643△43,67986,57468,868 △207,403△138,534

　（注）１　事業区分の方法

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２　各区分に属する主要な製品

(1）ＳＳＰ部門　…………住宅用火災警報器、火災報知設備、超高感度煙検知システム、FM200ガス高速消火設

備、二酸化炭素消火設備、スプリンクラー消火設備、保守点検サービス

(2）サーマル部門…………半導体製造装置用熱板、温度センサー、デジタル温度調節器、恒温恒湿槽用温度調節

器

(3）メディカル部門………人工腎臓透析装置

(4）ＰＷＢＡ部門…………プリント基板の実装組立 

 

 ３　追加情報

　　「追加情報(有形固定資産の耐用年数の変更)」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、平成20年度の法

人税法改正における減価償却資産の耐用年数等に関する省令の改正を契機として、有形固定資産の耐用年数

の見直しを行った結果、実態としては現状の耐用年数よりも短いことが明らかになったため、使用可能期間

に即した耐用年数にするために、第１四半期連結会計期間より、主に機械及び装置について耐用年数を主と

して11年から7年に変更しております。

　　　これにより従来の方法による場合と比べて、営業利益が「ＳＳＰ部門」で 4,899千円、「ＰＷＢＡ部門」で

 3,813千円減少し、営業損失が「サーマル部門」で 2,802千円、「メディカル部門」で 40千円増加しており

ます。
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【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

 
日本
（千円）

中国
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
(千円) 

連結
（千円）

 売上高 2,751,446843,6793,595,126△192,1403,402,986

 営業利益又は営業損失(△) △45,305 49,387 4,081 156 4,237

 (注)１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

 　　 ２．中国とは中華人民共和国であり、香港を含んでおります。

３．追加情報

　　　「追加情報(有形固定資産の耐用年数の変更)」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、平成20年度の

法人税法改正における減価償却資産の耐用年数等に関する省令の改正を契機として、有形固定資産の耐用

年数の見直しを行った結果、実態としては現状の耐用年数よりも短いことが明らかになったため、使用可

能期間に即した耐用年数にするために、第１四半期連結会計期間より、主に機械及び装置について耐用年

数を主として11年から7年に変更しております。これにより従来の方法によった場合と比べて、営業損失が

「日本」で 5,778千円増加しております。

 

当第２四半期連結累計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年６月30日）

 
日本
（千円）

中国
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
(千円) 

連結
（千円）

 売上高 5,222,8911,430,9396,653,831△495,7896,158,042

 営業利益又は営業損失(△) △196,250 49,708△146,541 8,006△138,534

 (注)１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

 　　 ２．中国とは中華人民共和国であり、香港を含んでおります。

３．追加情報

　　　「追加情報(有形固定資産の耐用年数の変更)」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、平成20年度の

法人税法改正における減価償却資産の耐用年数等に関する省令の改正を契機として、有形固定資産の耐用

年数の見直しを行った結果、実態としては現状の耐用年数よりも短いことが明らかになったため、使用可

能期間に即した耐用年数にするために、第１四半期連結会計期間より、主に機械及び装置について耐用年

数を主として11年から7年に変更しております。これにより従来の方法によった場合と比べて、営業損失が

「日本」で 11,556千円増加しております。
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【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 910,095 829 910,925

 Ⅱ　連結売上高（千円) ― ― 3,402,986

Ⅲ　連結売上高に占める海外

売上高の割合（％）
26.7 0.0 26.7

(注)１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

(1)アジア・・・・・中華人民共和国(香港を含む)、タイ、韓国、台湾、インド、シンガポール

(2)その他の地域・・オランダ、ドイツ、イギリス、スウェーデン

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

 

当第２四半期連結累計期間(自　平成21年１月１日　至　平成21年６月30日）

 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 1,520,529 900 1,521,430

 Ⅱ　連結売上高（千円) ― ― 6,158,042

Ⅲ　連結売上高に占める海外

売上高の割合（％）
24.7 0.0 24.7

(注)１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

(1)アジア・・・・・中華人民共和国(香港を含む)、タイ、韓国、台湾、インド、シンガポール

(2)その他の地域・・米国、オランダ、ドイツ、イギリス、スウェーデン

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

 

（有価証券関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）

　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はありま

せん。  

 

（デリバティブ取引関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）

　デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はありま

せん。
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（ストック・オプション等関係）

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

　該当事項はありません。  

 

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年６月30日）

前連結会計年度末
（平成20年12月31日）

１株当たり純資産額 904.63円 １株当たり純資産額 918.89円

２．１株当たり四半期純利益金額等

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年６月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 4.50円

　

　なお、潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 3.02円

　

　なお、潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

  

 　（注）１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年６月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

四半期純利益（千円） 26,507 17,775

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る四半期純利益（千円） 26,507 17,775

期中平均株式数（千株） 5,893 5,893

 

（重要な後発事象）

 　　該当事項はありません。

  

（リース取引関係）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、リース取引残高が前連結会計年度末に比して著しい変動が

ないため、記載を省略しております。
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２【その他】

 該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年８月10日

日本フェンオール株式会社

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 中川　正行　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 原井　武志　　印

 
 

 
   

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本フェンオール株

式会社の平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年４月１日から

平成21年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四

半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本フェンオール株式会社及び連結子会社の平成21年６月30日現在の財

政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累

計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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